
議案第３１号 

   平成２９年度東郷町下水道事業特別会計予算 

 平成２９年度東郷町の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９５３，５００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算

」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」によ

る。 

  平成２９年２月２３日提出       東郷町長 川 瀬 雅 喜     
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第２表　地方債

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円

普通貸借

計 １２３，０００ 

公共下水道事業

５．０％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合には起債年度から
据置期間を含めて４
０年度間以内に元利
均等又は元金均等若
しくは元金不均等の
方法で毎年度１期又
は２期に分けて償還
する。
　ただし、町財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期間
を短縮し、若しくは
繰上償還し、又は利
息の定率を高めない
で借り換えることが
できる。

１０５，６００ 

流域下水道事業 １７，４００ 
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１　一　般　職

（１）　総　括

324

区　分
特殊勤務手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当

前年度

本年度 17

宿日直手当

1,539 235

△ 78

14,643

（千円） （千円） （千円） （千円）

25,536

466

49,717

40,179 12,513 52,692

△ 996 △ 1,979 △ 2,975

地域手当 住居手当

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分
職員数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　　計

報酬 給　　　料 職員手当 計

（千円）

本年度 24,618 14,565 39,183 10,534

（人）

7

（千円）

比　較 △ 918

前年度 7

0

職員手当
の内訳

区　分
管理職手当 扶養手当

本年度 532 492

比　較 0 476

通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

272
比　較 8 △ 132 △ 62 △ 89 194

524 624 1,601

1,278

期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円）

6,099
前年度 17 802 6,541

△ 442

区　分
勤勉手当 児童手当

（千円）

本年度 3,907

比　較 △ 31

前年度 3,938
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

 給与改定に伴

 う増減分

 昇給に伴う 平均昇給率

 増加分

 その他の増減  新陳代謝等による増減分  職員数の異動状況

 分

 欠員補充、定数増に伴う

 採用・退職の状況等

（採用）

 本年度　

 前年度

 制度改正に伴

　う増減分

 その他の増減

 分

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ　初任給

43.4

（見込）  0人　

331,405

376,077

技　能　労　務　職　（円）

技　能　労　務　職

（退職）

178,200

国　の　制　度

一　般　行　政　職　（円）

146,100

158,800

一　般　行　政　職

372,678

43.0

328,477

大 学 卒

区 分

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

184,800

△ 469

増減事由別内訳（千円）

37

391

給　　料

区　　分 増減額（千円）

△ 918

職員手当 △ 78

 千円 

一　般　行　政　職　（円）

平成28年1月1日現在

高 校 卒

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成29年1月1日現在

 増減分

その他の調整に係る増減分

備　　　　　　　　　考説　　　　　　　明

短 大 卒 164,700

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

150,500

7人　

7人　

1人　

1人　

0人　

本年度

前年度

増　 減

0人　

△ 1,492

6人　

6人　

2.18%

（計）

0人　

（現に在職する職員数） （その他）

537

（見込）  0人　

0人　

0人　

 千円 

△ 1,492 千円 
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ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

前
年
度

号　給　数　別　内　訳

比 較 （Ｂ）／（Ａ）　（％）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　（人）

8号給 （人）

2号給 （人）

6号給 （人）

4号給 （人）

職員数 （人）

平成29年1月1日現在

本
年
度

号　給　数　別　内　訳

2号給 （人）

4号給 （人）

6号給 （人）

３　　級 ４　　級区分 ７　　級 ８　　級

区　　　　　　分
技　能　労　務　職一　般　行　政　職

職員数 （人） 構成比 （％）職務の級構成比 （％）職務の級

３　　級

14.3

14.3 ２　　級

１　　級

１　　級 ２　　級 ５　　級 ６　　級

課長

技能労務職一般行政職
代　　表　　的　　な　　職　　種

部長

区　　　　　　　　　　　　　　　分 合 計

主任 主査 係長 課長補佐
一 　般
行政職

主事 主事

（Ｂ）　（人）
（Ａ）　（人）職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 較
職 員 数

8号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ）　（％）
（Ａ）　（人）

7
6

6

85.7 85.7
7
6 6

6

85.7 85.7

6 6

計

１　　級

14.3

1 14.3

1

7

7
6

計

３　　級

２　　級

５　　級28.5

４　　級

7 100.0

1

３　　級

７　　級

７　　級 1

８　　級

６　　級

４　　級

1

１　　級

２　　級

６　　級

５　　級

1

５　　級

平成28年1月1日現在

１　　級

２　　級

３　　級

５　　級

計

８　　級

1 14.3

2 28.5

14.3

1 14.3

2

４　　級1 14.3

計100.0

14.3

14.3

7

４　　級

1
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

定年前早期

退職特例措置

扶 養 手 当 同

支 給 対 象 職 員 の 比 率

代表的な特殊勤務手当の名称 　徴収手当、道路上等作業手当

差 異 の 内 容区　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

（％）

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　分

100.0 100.0

３５年勤続

の者（月分）

一 般 行 政 職

最高限度

（2％～45％加算）

49.59 49.59

備　　考

有

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有

4.20

（平成29年1月1日現在）

（月分）

2.225

2.025 2.175

2.075

給料総額に対する比率

支給期別支給率 支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

（％）

全 域

（％） 6

支 給 対 象 地 域

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率

0.07

（人）

有

0.07

技 能 労 務 職

25.55625

7

6

4.30

（％）

代　　表　　的　　な　　職　　種
全　　　　職　　　　種区　　　　　　分

の者（月分）

２５年勤続

支 給 対 象 職 員 数

国の制度
（支給率等）

2.2252.075

の者（月分）

25.55625

34.5825

本　年　度

前　年　度

国の制度

区　　　分
２０年勤続

49.5949.59支給率等 34.5825

4.30

そ の 他  の
備　　考

加算措置等

定年前早期

退職特例措置

（2％～45％加算）
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期　間 金　額

41,510公営企業会計移行業務

事　　項 限　度　額

平 成 ２ ８ 年 度 末 ま で の
支　出　（　見　込　）　額

債務負担行為で平成３０年度以降にわたる

又は支出額の見込み及び平成２９年
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期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

平成２９年度から
平成３０年度まで 41,510 41,500 10

特　定　財　源

一般財源

平 成 ２ ９ 年 度 以 降
の　支　出　予　定　額

左　の　財　源　内　訳

ものについての平成２８年度末までの支出額

度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）
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（単位：千円）

１　普通債 4,986,669 4,726,814 123,000 345,494 4,504,320

　⑴　土木 4,986,669 4,726,814 123,000 345,494 4,504,320

２　その他 45,410 36,634 8,613 28,021

　⑴　臨時財政特例債 45,410 36,634 8,613 28,021

合　　計 5,032,079 4,763,448 123,000 354,107 4,532,341

地方債の平成２７年度末における現在高並びに平成２８年度末
及び平成２９年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　分
平成２７年度末

現在高
平成２８年度末
現在高見込額

平成２９年度中増減見込み

平成２９年度末
現在高見込額平成２９年度中

起債見込額
平成２９年度中
元金償還見込額
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